












Changes of Disputes in the International Business




In relation to the recent changes of the disputes in international business, two
examples have been spotlighted from both legislative and judicial points of view.
One is the new judgment by the Japanese Supreme Court regarding the judicial
immunity for state contracts. The other is the amendment of intellectual property
rights.
This paper is firstly to seek to understand the background of the changes for the
international business and their disputes and secondly to show the new trends from both
legislative and judicial aspects and lastly to introduce two examples to symbolize these
new trends.
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「国際契約(international contract)」、準国際協定(quasi-international contract)」、 「トラン






破産管轄を中心として-」 『法学志捌第76巻第2号、 45頁以下o青山義充「倒産手続きにおける属地主義の再検討」 F民事
訴訟雑誌』第25号、 1979年、 125頁以下o山本克巳「渉外性のある内国倒産手続きの諸問題一法人の破産と会社更生を中心




(下)』法律文化社、 1981年、 578頁以下o木林秀之閥際取引紛争(新版)』弘文堂、 2000年、 250頁以下O山本和彦「匪慨
倒産の立法的課題」 『ジュリスト』第mi号、 40頁以下。小林秀之「わが国の倒産手続の対外的効力」 『ジュリスト』第973
号、 1991年、 60頁以下O河野俊行「倒産国際私法」 F金融・商事判別第1112号、 147頁以下。道垣内正人「匪憾倒産におけ
る債権者平等一外国で弁済を受けた債権者の扱い-」 F金融・商事判別第1112号、 115頁以下o小林秀之「国際倒産実務動
向と民事再生手続要綱の属地主義化の検討」 F債権管理』第86号、 1999年、 54頁以下。
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後も拡大した。一方、資本主義国家も自国の経済成長のためには国家自らの国際取引への参加が必
要となった。
特に発展途上国では、国家が強力なリーダーシップを発揮して経済開発を推進するためには、そ
の輸出商品たる石油など一次産品の輸出を国家機関経由で行うことが多く、更に経済開発のための
外国民間企業からの融資・コンセッション(concession)契約等の締結に国家契約が増大する結果
となった。
従って、これらの国家契約が増えるに伴って、その契約から生じる国家の不法行為等様々な国家
と民間企業間の商事紛争が増える結果となる。
一方、国家の行う行為に関しては、その裁判による責任を免除するという考え方があり、それが
国家の裁判(権)免除或いは主権免除と呼ばれている。
裁判(権)免除(judicial immunity)とは、国家免除(state immunity)ないし主権免除
(sovereign immunity)とも呼ばれ、国家が国際法上で、或る行為叉は国有財産を巡る争訴につ
いて、一般に自らの意思に反して、外国国家の裁判管轄権に抵触することがない慣習国際法上の原
則である。
この裁判(権)免除の原則は、或る国家の裁判所は外国国家に対する訴訟に対しては一般に裁判
管轄権を有しないと言うものであり、 19世紀に形成された考えであるが、その後20世紀になり国
家機能の変化並びに社会主義国家の出現とそれに伴う国家自体の経済分野への関わり合いの増加に
伴い、その考え方自体が変化してきた。即ち、当初の考え方は「絶対免除主義」と言われるもので
あったが、その後「相対免除主義」ないし「制限免除主義」と言われる考え方が大勢を占める様に
なってきた。特に、第二次世界大戦後は後者の考え方が増え、米国が1952年に制限免除主義への
転換を行ったのを始め、ドイツが1963年に連邦憲法裁判所の判断で制限主義へと変わる等、先進
国での方向転換を行う国が増えるに至っている。
我が国の場合、これらの主権免除に関する数例の裁判例があるが、特に制限免除主義についての
考え方の推移を見てみると、裁判例の中で主権免除を肯定しながらも初めて判決文の傍論ながら制
限免除主義に理解を示したのは、平成10年12月25日の横田基地事件第二審で、この理解が平成12
年12月19日のマーシャル諸島共和国事件第二審でも踏襲され、殆ど時を同じくして平成12年11月
30日のナウル共和国事件第一審では明確な制限免除主義に基づき主権免除が否定された初めての
ケースとなっている6)0
しかしながら、その後これも殆ど時を同じくしての平成14年4月12日の横田基地事件最高裁判
決並びに平成14年3月29日ナウル共和国事件第二審においては、前者が主権免除を肯定しながら
免除主義についての考え方では、制限免除主義への理解に留まらずに原審より一歩踏み込んで制限
免除主義を肯定している。一方、後者のケースでは判決内容が原審で共和国と金融公社の双方に主
6)弊稿「国家の商業活動と裁判免除-ナウル共和国事件を中心にして-J F国際商取引学会年報』第6号(2004年) 68貢以下o
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権免除が否定されたのが、両者を分けて一部主権免除肯定・一部主権免除否定という結果となった
ため、原審での制限免除主義の肯定結果が不明確なものとなっている。
更に、このナウル共和国第二審の判決結果について批判すれば、共和国の主権免除が肯定された
理由が、国家と私人間の主権免除条項放棄の合意は国家間の追認が必要である(放棄も国家から国
家に対してする必要あり)との考え方によるものであるが、この様な考え方が絶対免除主義とすれ
ば、同一判決のなかに絶対免除主義と制限免除主義が混在することになり矛盾も甚だしいと言わざ
るを得ない。
もっとも、これまでの判例上では「主権免除肯定イコール絶対免除主義」 ・ 「主権免除否定イコー
ル制限免除主義」という区分けではなく、 「主権免除肯定の場合でも絶対免除主義を前提にしっっ
制限免除主義に理解を示す」と言った説明を併用して来ていることで混乱が起こっている様に思う。
こうした併用的な説明をするよりは、 「現下の主権免除に関する国際慣習法は制限的免除主義に則っ
ており、その制限免除主義のもとで私法的・商事的なものと公法的・行政的なものの区別をするこ
とで主権免除を肯定するか否定するかが決められる」との説明の方がすっきりとしている様に思う。
そういう意味では、今回の最高裁判断は1裁判権免除の原則制限を明確化し、主権免除を認めた
1928年の大審院決定を78年ぶりに行った判例変更であり、国際的な潮流となっていた制限免除主
義への合流で、最近の下級審での世界の流れにそった対応を追記した形となったのは望ましいこと
であると考える。
Ⅲ.最近の国際商事紛争と法の対応
1. 「知的財産推進計画2006」による産業財産権四法の改正
最近政府の「知的財産推進計画2006」に基づく知的財産権の保護のための種々の対応策が講じ
られているが、その中の急を要する対策に商標権侵害品である模倣品の我が国への不公正輸入の問
是的iある。
不公正貿易などにより知的財産権が侵害されるケースとしては、商標権・意匠権・特許権等が絡
む模倣品が海外で生産され、それが我が国に搬入されるケース並びにそれらの模倣品が海外ではな
くて、我が国自体で生産されて我が国の内部での直接的な販売を避けそれらの模倣品を一旦海外の
特定の拠点に出し、その海外拠点から何らかに形で我が国に逆輸入されるケースが考えられる。但
し、前者のケースでは、これまでの我が国への侵害による差し止め実績からすれば、その品目とし
てはバッグ類・キーホルダー類・衣類など商標権に関連する場合が殆どであり、それらの生産国は
中国・韓国などが圧倒的である。また、後者のケースでは、まだ実績は多くないにしても、発明な
ど技術の絡むわが国での生産が利点となる点では、特許権・実用新案権などの侵害が関連してくる
ように考えられる。
前者のケースでは、之までの水際作戦による不正輸入品としての阻止が可能であったが、後者の
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ケースに対する防止策としては、 「輸出」概念の見直しによる「看倣し」侵害を特許法・商標法・
意匠法などの改正により行うことが可能である。
この考え方は、昨年来知的財産関連法の「輸出」概念の見直しとして、産業構造審議会知的財産
政策部会などにおいて、権利侵害行為への「輸出」の追加或いは権利侵害行為への「譲渡を目的と
した所持」の追加などが検討されてきた7)0
これは、この度の「意匠法などの一部を改正する法律案」として、今国会に提出され平成18年
6月1日に可決され、 6月7日法律第55号として公布されたが、その模倣品対策についての骨子は
次の通りである8)0
(彰　侵害行為に模倣品の輸出を追加する(産業財産権四法)
②　譲渡等を目的として模倣品を所持する行為を侵害行為に追加する(意匠法・特許法・実用新案
法)
③　特許権・意匠権及び商標権の侵害在並びに営業秘密侵害罪について、懲役刑の上限を10年、
罰金刑の上限を1,000万円に引き上げる等の措置を講じる。
尚、これらの改正を受けて、関税定率法形成では申立て制度が輸出にまで拡張されることが予定
されているようである。
2.平成18年7月21日最高裁判決一外国政府に対する代金支払請求事件一
第一審:平成13年8月　日東京地裁判決(控訴)
第二審:平成15年2月5日東京高裁判決(上告)
第三審:平成18年7月21日最高裁第二小法廷
先ず、事件の事実関係として、代理人経由パキスタン政府に日本企莱(原告:上告人)がコンピュー
タ並びに付属商品の売買契約を締結し納品したのにかかわらず代金支払いがないので、その支払い
を求めた訴訟で、パキスタン側(被告:被上告人)が反論しなかったために第一審東京地裁判決は
請求を全面的に認めた。しかし控訴審ではパキスタン側は日本の大審院決定などを根拠に争い、逆
転敗訴して日本企業側が上告していた。
今回の最高裁の判断は、次の三つの根拠でパキスタン政府相手の訴えを却下した第二審判決を破
棄し、審理を差し戻す判決を下した9)0
7)前掲弊稿『CIPICジャーナル』第169号1頁以下参照。
8)平成18年3月経済産業省・特許庁「意匠法などの一部を改正する法律案」について(平成18年6月1日可決、 6月7日公布
法律第55号)。意匠法等の一部を改正する法律要綱の第2の「意匠権の効力の拡大として、 「意匠権・特許権及び実用新案権
の実施の定義並びに商標権の使用の定義に輸出を追加すること。」更に、第9の「意匠権等の侵害と看倣す行為の見直し」
として、 「譲渡、貸渡し及び輸出を目的として意匠権・特許権及び実用新案権を侵害する物品を所持する行為を侵害と看倣
す行為とすること。」前掲田川和幸fL&T』 No.32参照。弊稿「個人輸入と知的財産権の侵害- 「知的財産推進計画2006」
による模倣品流入の阻止に関して-J rcipicジャーナル』第174号35頁以下.
9)裁判所ホームペイジ最高裁判例集平成15 (受) 1231号平成18年7月21日判決参照。
他に平成18年7月22B付け朝El新聞・産経新聞・京都新聞・中日新聞(いずれも夕刊)などを参照。弊稿「外HH家を相手
とする商取引による紛争一最高裁平成18年7月21B判決の意義-」 『Eg際金融』第1171号14頁以下。
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①　外国国家は、主権的行為以外の私法的ないし業務管理的な行為については、我が国による民事
裁判権の行使が当該外国国家の主権を侵害する恐れがあるなど特段の事情がない限り、我が国
の民事裁判権から免除されない。
②外国国家は、私人との間の書面による契約に含まれた明文の規定により当該契約から生じた紛
争について我が国の民事裁判権に服することを的した場合には、原則として、当該紛争につい
て、我が国の民事裁判権から免除されない。
③外国国家の行為が、その性質上、私人でも行うことが可能な商業取引である場合には、その行
為は、目的の如何に係わらず、特段の事情がない限り我が国の民事裁判権から免除されない私
法的ないし業務管理的な行為に当たる。
Ⅳ.国際商事紛争の増加とその解決
昨今の国際商事取引に係わる紛争は、上述したようにその取引内容が貿易取引から技術取引・海
外投資取引へと拡大するのに伴い、増加し且つその紛争内容が多様化・複雑化している。
従来、輸出入を中心とする貿易取引が我が国企業の国際商取引の主たる内容であったものが、サー
ビス・技術取引並びに海外投資取引へとの拡大を見せると、従来の貿易取引に係わる紛争として、
輸出入売買契約の履行面の紛争以外に、プラント取引・資源開発などの国際プロジェクトに係わる
ライセンス契約、外国国家を相手とする契約、プロジェクトファイナンス契約などが絡み合い、知
的財産権・国際金融などの幅広い分野での紛争例が出てくることになる。更に、これから海外投資
取引ともなると、海外生産に係わる製造物責任・環境公害問題などの分野での紛争なども加わって
くる。
これらの多岐に亘る紛争のうち、今回取り上げた紛争例とその解決策としての立法・司法を通じ
ての法の対応例を以下に比較してみる。
国際商事紛争の変容と法の対応例
旧システムでの根拠　新システムでの根拠　対応する立法及び司法
並行輸入　　　　属地主義
商標権独立原則
商標機能論(商標)　フレッドペリー事件
(平成15年2月27日最高裁判決)
国際消尽論(特許)　BBS特許事件
(平成9年7月1日最高裁判決)
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特許権の侵害　　属地主義　　　　　　間接侵害による
輸出規制
第11巻第2号
「知財推進計画2006」による
産業財産権四法の改正
(平成18年6月7日)
職務発明　　　　属地主義　　　　　特許法35条適用説　　日立製作所事件第二審
(外国特許権)
国際破産　　　　属地主義　　　　　　普及主義
国家の商業活動　絶対的主権免除　　　制限的主権免除
Ⅴ.おわリに
(平成16年1月29日)
味の素事件第一審
(平成16年2月24日)
三菱電機事件第一審
(平成18年6月8日)
日立製作所事件最高裁判決
(平成18年10月17日)
破産法3条1項(削除)
(平成1 2年破産法改正)
パキスタン代金請求事件
(平成18年7月21日最高裁)
国際商事紛争の増加・多様化・複雑化が目立っようになったのは、ガット体制からWTO体制
(TRIPS並びに国際投資協定など)へと移行した1995年(平成7年)が一つの目処とな.'-て、それ
らの変容する国際商取引の実態に合わせるための新レジームの考え方が台頭してきて、そのマグマ
が最近になって一斉に噴火しているようにも見られ、その一つが今回の平成18年7月21日の最高
裁判決であり、いま一つが産業財産権四法の改正問題であると考える。
更にいま一つ、これもごく最近の出来事として、職務発明における外国特許権の効力に関する特
許法35条の適用問題に対する平成18年6月8日の三菱電機事件東京地裁判決並びに平成18年10月
17日の日立製作所事件上告審での最高裁判決であろう。特に、日立製作所事件はその上告審の司
法判断が待たれていただけに、属地主義を修正する始めての最高裁での肯定例でもあり、極めて注
目度の高い事件であった。
そういう意味で、今後とも同じような新聞の一面を飾るような新レジームによる法の対応が見ら
れるような気がする。
